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の知覚に動機づけられた 2つのタイプの反応を考慮し，企業の競争的な反応の意思決
定メカニズムを探究した。清涼飲料水産業の新製品データを用いた実証分析の結
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効果が生じた場合に，2つのタイプの反応の採用傾向に偏りが観察されることが見出
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is biased by the interaction effects of situations where threating or opportunity is-
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１ はじめに

新製品の成果は，消費者の反応だけではなく，
競合企業の反応によっても左右される。しかし，
製品戦略に示唆を与えることを目指した学術研究
は，後者の反応にはほとんど関心を寄せてこな
かった。この点について，マーケティング分野の
トップ・ジャーナルの編集長や編集委員を歴任し
た Barton A. Weitzは，以下のように述べてい
る。

「マーケティング・プログラムの有効性は，一般
的に消費者と競合企業の両者の反応に依存す
る。しかしながら，マーケティング理論や研究
は，消費者の反応に関連した問題を重視してき
た一方，競合企業の反応に関連した問題にはほ
とんど関心を向けてこなかった。競争的活動の
影響を受けないマーケティング意思決定を想定
することが困難であることを考慮すると，こう
した競争的影響に対する関心の不足は驚くべき
ことである。」（Weitz, 1985, p. 229, 邦訳は本論
著者）

Weitz（1985）の先駆的な指摘以降も，マーケ
ティング研究者達による同様の指摘は後を絶たず
（e.g., Montgomery, et al., 2005; Aboulnasr, et al.,

2008; 中村, 2019），35年が経った現在も，彼の指
摘した問題状況に大きな改善は見られない。他
方，企業の直面する競争環境は激しさを増してお
り，競争的活動がマーケティング意思決定に及ぼ
す影響は 35年前よりも大きくなっていると考え
られる。
本論は，このようなマーケティング学術研究と
実務的関心のギャップを埋める一助となること目
指して，企業による競争的な反応意思決定のメカ
ニズムを探究する。具体的には，競争的な反応の
中でも，他社の新製品に対抗した反応製品の導入
行動に焦点を合わせ，いかなる状況に置かれた企

業が，どのような新製品に対して反応製品を導入
しやすいのかについて探究する。そのための研究
アプローチとして，近年，競争戦略論において注
目を集めている競争ダイナミクス研究の知見を足
掛かりに仮説を提唱する。さらに，提唱した仮説
の経験的妥当性を吟味するために，清涼飲料水産
業において 2008年から 2014年の間に導入された
新製品のデータを用いた実証分析を実施する。

２ 理論背景

2．1 競争ダイナミクス研究
競争ダイナミクス研究とは，企業間の競争的相
互作用に着目し，そのメカニズムや対応戦略を探
究してきた研究領域である（Chen and Miller,

2012）。同研究領域は，MacMillan, et al.（1985）
の商業銀行間の競争的相互作用を対象とした探索
的な研究を起源とし，以降，経営学者を中心に理
論的・経験的な研究が数多く蓄積されてきた（cf.

Chen and Miller, 2012, 柴田・立本, 2017）。ここ
でいう競争的相互作用とは，新製品開発競争や，
価格競争，販売経路の拡大競争など，企業間の市
場行動レベルの応酬を指す（Chen, et al., 1992）。
競争ダイナミクス研究は，競争的相互作用のメ
カニズムを探究する研究群と競争的相互作用への
対応戦略を探究する研究群に大別される。本論の
研究課題に関連する前者の研究群は，第 1に，競
争的相互作用の基本単位である「行動－反応ダイ
アド」を主要な分析対象とし，第 2に，意思決定
者や意思決定チームの心理的側面に焦点を合わせ
た行動科学的アプローチを採用し，第 3に，産業
専門誌やプレスリリースの情報から行動－反応ダ
イアドを特定化し，その情報を企業特性や市場特
性を描写する定量的変数と組み合わせて統計解析
に持ち込むという実証的アプローチを採用してき
た。例えば，Chen and Miller（1994）や，Chen,

et al.（2007），Marcel, et al.（2010）は，競合企業
の行動によって市場が奪われるという脅威の知覚
を競争的な反応の動機として捉え，そのような脅
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威を知覚させやすい特性を有する行動（例えば，
自社の主力事業領域を狙った行動）や行動企業
（例えば，攻撃性が高いという評判を有する企業）
が反応を受けやすいことを，米国の航空会社の行
動データを用いて実証している。

2．2 競争ダイナミクス研究の看過している視点
例示した既存研究に限らず，競争的相互作用の
メカニズムを探究してきた既存研究は，行動－反
応ダイアドの分析において，行動を攻撃，反応を
防衛という暗黙裡の前提を置いてきた。その結
果，反応企業が知覚する脅威，すなわち，競合企
業の行動が自社の企業成果に及ぼす負の影響に動
機づけられて採用するタイプの反応しか描写して
こなかった（中村, 2018）。しかし，製品を手段と
する競争的相互作用に目を向けると，現実の世界
では，しばしば，自社の企業成果に及ぼす負の影
響の小さい競合企業の新製品の導入行動に対し
て，攻撃的に反応製品を導入するケースが観察さ
れる（淺羽, 2002）。このようなケースは，反応企
業が知覚する機会，すなわち，反応が自社の企業
成果に及ぼす正の影響に動機づけられて採用する
タイプの反応と解釈することができる。
動機の異なる 2つのタイプの反応の存在を考え
た場合，既存研究の見出してきた脅威の知覚に動
機づけられた反応の促進（／抑制）要因は，機会
に動機づけられた反応を抑制（／促進）する要因
かもしれない。そしてそうであるならば，2つの
タイプの反応を考慮したモデルに基づいて企業の
競争的な反応の意思決定メカニズムを分析しなけ
れば，反応予測に関する誤った実務的示唆を導い
てしまう危険性がある。

３ 仮説提唱

本論は，製品を手段とする競争的相互作用の文
脈において，既存研究が着目してきた脅威の知覚
に動機づけられた反応（以下，防衛型の反応）
と，既存研究が看過してきた機会の知覚に動機づ

けられた反応（以下，攻撃型の反応）の 2つのタ
イプの反応を考慮した上で，企業の競争的な反応
の意思決定メカニズムを探究する。
企業は，有限な情報処理能力しか有しておら
ず，全ての外的課題に対応することはできない。
それゆえ，課題を分類し，優先順位をつけて対応
する（Hambrick, 1981）。その優先順位は企業の
目標に依存し，目標は企業の置かれた状況によっ
て変化する（Ocasio, 1997）。例えば，企業の置か
れた状況が，現状改善を目標に掲げさせる状況で
ある場合，当該企業が優先して取り組む課題は，
新たな機会に分類される課題であり，脅威に分類
される課題への対応は後回しにされるかもしれな
い。反対に，企業の置かれた状況が，現状維持を
目標に掲げさせる状況である場合，当該企業が優
先して取り組む課題は，現状を脅かす脅威に分類
される課題であり，機会に分類される課題への対
応は後回しにされるかもしれない。
そこで，本論は，脅威または機会に分類される
新製品への優先順位を高めると予測される反応企
業の特性，新製品導入企業（行動企業）の特性，
および市場の特性を取り上げ，それらが 2つのタ
イプの反応の採用傾向に及ぼす影響について仮説
化する。なお，本論の関心は，上記のとおり，一
方のタイプの反応の採用が促進されやすい状況に
おいて，もう一方のタイプの反応が抑制されやす
いのではないかという，2つのタイプの採用傾向
のトレードオフにある。そこで，本論において
は，反応タイプごとの 2つのモデルを提唱するの
ではなく，2つの反応タイプの相対的な採用傾向
を非説明変数とするモデルを提唱する。

3．1 主効果に関する仮説群
はじめに，反応企業特性として，反応企業の競
争地位，戦略タイプ，および直近の成果を取り上
げ，2つのタイプの反応の採用可能性に及ぼす影
響を吟味する。
まず，反応企業の競争地位に関して，競争地位
が高い反応企業ほど，現状維持によって高い企業
成果を達成することができるため，企業内に慣性
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が生じやすく（Miller and Chen, 1994），収益獲得
よりも損失回避を競争の目標として重視する傾向
が強いであろう。そのため，競争地位が高い反応
企業ほど，機会よりも脅威に分類される新製品を
重要視し，攻撃型よりも防衛型の反応を採用する
可能性が高いと考えられる。
次に，反応企業の戦略タイプに関して，Miles

and Snow（1978）の有名な戦略分類によると，企
業の戦略タイプは，防衛型，探索型，分析型，お
よび受身型という 4つのタイプに分類されるとい
う。彼らによると，防衛型とは，狭い製品・市場
領域において，新たな機会の探索よりも，既存事
業の効率性を重視する企業の戦略タイプであり，
探索型とは，既存事業の効率性を犠牲にしても，
絶えず新たな利潤機会を探索する企業の戦略タイ
プであり，分析型とは，防衛型と探索型の中間に
位置するような企業の戦略タイプであり，受身型
とは，これら 3つの安定した戦略タイプに成りき
れておらず，環境の変化に振り回され一貫した戦
略を有さない企業の戦略タイプであるという。受
身型を除く 3つの戦略タイプを考えた場合，戦略
タイプが防衛型に近い反応企業ほど，既存事業に
対するコミットメントが強いため，収益獲得より
も損失回避を競争の目標として重視する傾向が強
いであろう。そのため，戦略タイプが防衛型に近
い反応企業ほど，機会よりも脅威に分類される新
製品を重要視し，攻撃型よりも防衛型の反応を採
用する可能性が高いと考えられる。
さらに，反応企業の直近の成果に関して，企業
行動に関する既存研究によると，企業は，成果が
要求水準を満たしている間は，現状の行動を採用
し続ける一方，成果が要求水準を満たさなくなる
と，現状に不満を抱き，新たな解決策の探索を行
うという（Cyert and March, 1963）。彼らの主張
に基づくと，高い企業成果を達成している反応企
業ほど，現状の行動を維持することに対するコ
ミットメントが強いため，収益獲得よりも損失回
避を競争の目標として重視する傾向が強いであろ
う。そのため，直近の成果の高い反応企業ほど，
機会よりも脅威に分類される新製品を重要視し，

攻撃型よりも防衛型の反応を採用する可能性が高
いと考えられる。
続いて，新製品導入企業特性として新製品導入
企業の規模を取り上げ，2つのタイプの反応の採
用可能性に及ぼす影響を吟味する。
新製品導入企業の規模が大きいほど，当該企業
の攻撃によって自社が受けるダメージは大きくな
る一方，こちらから攻撃を仕掛けた際に得られる
ものは小さくなる可能性が高い（Chen, et al.,

2007）。そのため，規模が大きい新製品導入企業
との競争において，反応企業は，収益獲得よりも
損失回避を目標として重視する傾向が強いであろ
う。したがって，新製品導入企業の規模が大きい
ほど，反応企業は，機会よりも脅威に分類される
当該企業の新製品を重要視し，当該企業に対して
攻撃型よりも防衛型の反応を採用する可能性が高
いと考えられる。
最後に，市場特性として市場の成長率を取り上
げ，2つのタイプの反応の採用可能性に及ぼす影
響を吟味する。
市場の成長率が低いほど，反応企業は，生存の
脅威を知覚しやすく，また，新たな取り組みの成
功可能性を低く知覚しやすい（Miller and Chen,

1994）。そのため，成長率の低い市場での競争に
おいて，反応企業は，収益獲得よりも損失回避を
目標として重視する傾向が強いであろう。した
がって，競争する市場の成長率が低いほど，反応
企業は，機会よりも脅威に分類される行動企業の
新製品を重要視し，当該企業に対しては攻撃型よ
りも防衛型の反応を採用する可能性が高いと考え
られる。
以上の議論を踏まえ，次の仮説群を提唱する。

仮説 1（a）競争地位が高い反応企業ほど，攻撃
型よりも防衛型の反応を採用する可
能性が高い。

仮説 1（b）戦略タイプが防衛型に近い反応企業
ほど，攻撃型よりも防衛型の反応を
採用する可能性が高い。

仮説 1（c）直近の成果が高い反応企業ほど，攻
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撃型よりも防衛型の反応を採用する
可能性が高い。

仮説 1（d）対峙する新製品導入企業の規模が大
きいほど，反応企業は攻撃型よりも
防衛型の反応を採用する可能性が高
い。

仮説 1（e）市場の成長率が低いほど，反応企業
は攻撃型よりも防衛型の反応を採用
する可能性が高い。

3．2 交互効果に関する仮説群
仮説 1群で着目した要因のうち，反応企業の競
争地位および反応企業の戦略タイプは，変動性の
低い要因であり，反応企業の意思決定傾向の基本
パターンを規定する固定的要因であるとみなすこ
とができる。他方，反応企業の直近の成果，新製
品導入企業の規模，および市場の成長率は，時期
や行動－反応ダイアドごとに変化する変動的要因
とみなすことができる。このような固定的要因の
影響と変動的要因の影響の方向性が一致している
場合，意思決定における脅威または機会の相対的
な重視度は非常に高くなり，その結果，競争的な
反応の意思決定により顕著な傾向が観察されると
予測される。
以上の議論を踏まえて，まず，固定的要因の 1

つである反応企業の競争地位と 3つの変動的要因
の交互効果について次の仮説群を提唱する。

仮説 2（a）競争地位が高い反応企業ほど，攻撃
型よりも防衛型の反応を採用する可
能性が高いという関係性は，反応企
業の直近の成果が高いほど強まる。

仮説 2（b）競争地位が高い反応企業ほど，攻撃
型よりも防衛型の反応を採用する可
能性が高いという関係性は，対峙す
る新製品導入企業の規模が大きいほ
ど強まる。

仮説 2（c）競争地位が高い反応企業ほど，攻撃
型よりも防衛型の反応を採用する可
能性が高いという関係性は，市場の
成長率が低いほど強まる。

次に，もう 1つの固定的要因である反応企業の
戦略タイプと 3つの変動的要因の交互効果につい
て次の仮説群を提唱する。

仮説 3（a）戦略タイプが防衛型に近い反応企業
ほど，攻撃型よりも防衛型の反応を
採用する可能性が高いという関係性
は，反応企業の直近の成果が高いほ
ど強まる。

仮説 3（b）戦略タイプが防衛型に近い反応企業
ほど，攻撃型よりも防衛型の反応を
採用する可能性が高いという関係性
は，対峙する新製品導入企業の規模

図表 1 本論の仮説まとめ

競争的な反応意思決定傾向を左右する固定的要因

反応企業の競争地位［H1（a）：＋］
反応企業の戦略タイプ（防衛型）［H1（b）：＋］ 採用しやすい反応のタイプ

防衛型の反応（1）
攻撃型の反応（0）

競争的な反応意思決定傾向を左右する変動的要因

反応企業の直近の成果［H1（c）：＋］
新製品導入企業の規模［H1（d）：＋］
市場の成長率［H1（e）：－］

交互効果

［H2（a）：＋, H2（b）：＋, H2（c）：－］
［H3（a）：＋, H3（b）：＋, H3（c）：－］
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が大きいほど強まる。
仮説 3（c）戦略タイプが防衛型に近い反応企業

ほど，攻撃型よりも防衛型の反応を
採用する可能性が高いという関係性
は，市場の成長率が低いほど強ま
る。

以上の仮説群は，図表 1に要約されるとおりで
ある。

４ 分析方法

4．1 分析対象
本論は，競争ダイナミクス研究に倣い，実際に
市場に導入された新製品に関する 2次データを収
集し，経験的テストを実施した。まず，分析対象
産業には，日本企業の競争原理の解明を目指した
淺羽（2002）の実証研究でも分析対象であった，
製品競争の激しい清涼飲料水産業を選択した。ま
た，分析対象市場には，清涼飲料水産業の中でも
カテゴリーレベルの詳細な売上データが入手可能
であった，炭酸飲料市場，果汁飲料市場，野菜飲
料市場，および茶系飲料市場の 4市場を選択し
た。さらに，分析対象企業には，各市場におい
て，分析対象期間における平均市場シェアが 1％
以上かつ分析対象期間にデータソースにおいて 1

製品以上の新製品導入行動が報告されている企業
を選択した（炭酸飲料：8社，果汁飲料：12社，
野菜飲料：7社，茶系飲料：8社）1）。最後に，分析
対象期間は，2008年 1月から 2014年 12月の 7

年間であった。
製品に関するデータは，株式会社ビバリッジ
ジャパン社の発行する産業専門誌『Beverage Ja-

pan』および株式会社日本経済新聞デジタルメ
ディアの運営するデータベース『日経テレコン
21』を通じて入手した各社のプレスリリースから
収集した。売上に関するデータは，株式会社富士
経済の発行する調査レポート『清涼飲料マーケ
ティング要覧』から収集した2）。

4．2 行動－反応ダイアドの特定化
既存研究は，産業専門誌やプレスリリースの情
報に基づいて，行動－反応ダイアドを識別してき
た。本論は，既存研究を参考に，6つのプロセス
を通じて，行動－反応ダイアドを特定化した。
第 1プロセスである導入製品データの収集にお
いては，『Beverage Japan』から 5,163製品に関す
るデータを収集した。第 2プロセスである新製品
とリニューアル製品の分類においては，『Bever-

age Japan』および各社のプレスリリースの情報
を参考に，5,163製品を 2,188の新製品と 2,975の
リニューアル製品に分類した。リニューアル製品
に分類された製品は，以降のプロセスから除外し
た。第 3プロセスである各市場のカテゴリーの設
定においては，『清涼飲料マーケティング要覧』
を参考に，炭酸飲料市場に 6カテゴリーを，果汁
飲料市場に 3カテゴリーを，野菜飲料市場には 3

カテゴリーを，そして茶系飲料市場に 4カテゴ
リーをそれぞれ設定した。第 4プロセスである新
製品の分類においては，設定したカテゴリーに新
製品を分類した3）。
第 5プロセスである反応基準の設定プロセスに
おいては，淺羽（2002）およびデータソースを参
考に，導入期間の間隔，容器・容量分類，および
訴求内容分類に関する 3つの基準を設定した。ま
ず，導入期間の間隔に関して，淺羽（2002）が実
施した日本の清涼飲料水メーカーに対するインタ
ビュー結果を参考に，競合企業の新製品をきっか
けとして導入された新製品か否かを判断する期間
として，「（i）対象の新製品との導入期間の間隔
が 6ヶ月以内か否か」という基準を設定した。次
に，容器・容量分類に関して，データソースを参
考に 14種類の容器・容量分類を特定し，その上で
「（ii）対象の新製品と容器・容量分類が一致して
いるのか否か」という基準を設定した。最後に，
訴求内容分類に関して，清涼飲料水産業の製品に
は同一カテゴリーという条件だけでは捉えきれな
い多様性が存在するため，データソースを参考に
6種類の訴求内容分類，すなわち，（a）主要素材
自体の訴求，（b）主要素材の量・種類の訴求，
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（c）付加素材の訴求，（d）機能性の訴求，（e）健
康性の訴求，および，（f）安全性の訴求を特定
し，その上で「（iii）対象の新製品と訴求内容が 1

つ以上一致しているのか否か」という基準を設定
した。なお，「（i）対象の新製品との導入期間の
間隔が 6ヶ月以内か否か」の判断ができないこと
から，2014年に導入された全ての新製品は，以降
のプロセスから除外した。
第 6プロセスである反応の判定プロセスにおい
ては，設定した 3つの反応基準を全て満たす新製
品ペアのみを行動－反応ダイアド関係にあると判
断した。（i）の導入期間の間隔および（ii）の容器・
容量分類に関する反応基準は，『Beverage Japan』
の情報に基づいて判断し，（iii）の訴求内容分類に
関する反応基準は，各社のプレスリリースにおけ
る製品情報に基づいて本論著者が慎重に判断し
た4）。
以上の識別プロセスを通じて，行動－反応ダイ
アドとして 1,660ペアが識別された（炭酸飲料：
436ペア，果汁飲料：772ペア，野菜飲料：197

ペア，茶系飲料：255ペア）。なお，後述のとお
り，一部の説明変数の測定において t－1期の売
上データを使用したが，2007年の売上データが入
手できなかったため，2008年に導入された新製品
に対する反応行動のサンプルは分析対象から除外
された。その結果，最終的なサンプルは，2009

年から 2013年の 5年間に導入された新製品に対
する 1,317の反応行動によって構成された。

4．3 変数の測定
まず，被説明変数である反応のタイプは，2値

変数によって測定した。防衛型の反応と攻撃型の
反応の識別にあたっては，競合企業の行動に対す
る反応企業の脅威の知覚の程度を，その行動が影
響を及ぼす事業領域の収益面での重要度で代替的
に測定している既存研究（e.g., Chen and Miller,

1994）を参考にした。具体的には，反応企業の主
力カテゴリーに導入された新製品に対する反応
を，脅威の知覚に動機づけられた防衛型の反応と
みなし 1と，非主力カテゴリーに導入された新製

品に対する反応を，機会の知覚に動機づけられた
攻撃型の反応とみなし 0とコーディングした。そ
の際，反応企業にとって最も売上金額の高いカテ
ゴリーを主力カテゴリー，それ以外のカテゴリー
を全て非主力カテゴリーとして扱った5）。防衛型
の反応としてコーディングされた反応は 567，攻
撃型の反応としてコーディングされた反応は 750

であった。
次に，説明変数に関して，仮説 1（a）の反応企業

の競争地位は，反応企業の t－1期の市場シェア
によって測定した。仮説 1（b）の反応企業の戦略
タイプは，反応企業の t－1期の売上上位 3カテ
ゴリーの売上金額が当該企業の市場全体の売上金
額に占める割合の HHI（ハーフィンダール・ハッ
シュマン指数）によって測定し，分析の際には自
然対数変換を行った。この値が大きい反応企業ほ
ど，選択的なカテゴリー，すなわち，狭い市場領
域において活動していることを意味しているた
め，戦略タイプが防衛型に近いと見なすことがで
きる一方，この値が小さい反応企業ほど，多様な
カテゴリー，すなわち，広い市場領域において活
動していることを意味しているため，戦略タイプ
が探索型に近いと見なすことができるであろう。
仮説 1（c）の反応企業の直近の成果は，反応企業の
t－1期から t 期の市場全体の売上金額の変化率に
よって測定した。仮説 1（d）の新製品導入企業の
規模は，当該企業の t－1期の市場全体の売上金
額によって測定し，分析の際には自然対数変換を
行った。仮説 1（e）の市場の成長率は，市場の t－
1期から t 期の総売上金額の変化率によって測定
した。
なお，分析に際しては，カテゴリーの成長率と
カテゴリーの新製品導入数を統制変数としてモデ
ルに加えた。カテゴリーの成長率が低いほど，ま
た，カテゴリーの新製品導入数が多いほど，当該
カテゴリーに導入された新製品に対する脅威の知
覚は強まり，機会の知覚は弱まると考えられる。
そのため，これらのカテゴリー特性の影響を統制
した上で，仮説として提唱した 5つの要因が，反
応企業の意思決定傾向に及ぼす影響を分析する。
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カテゴリーの成長率は，カテゴリーの t－1期か
ら t 期の総売上金額の変化率によって，なお，カ
テゴリーの製品導入数は，カテゴリーに t－1期
に導入された新製品の総数によって測定した。

4．4 分析手法の検討
本論のデータセットは，4つの市場の観測値を
プールしており，かつ 1つの反応企業の複数の反
応に関する観測値を含むことから，観測値が市場
または反応企業ごとにネストされている可能性が
懸念される。その可能性の有無をテストするため
に，集団内類似性の指標の 1つである ICC（級内
相関）を市場間および反応企業間の両者において
算出した。その結果，ICCの値は，市場間が
0.14，反応企業間が 0.27であった。ICCが 0.10

以上の場合に集団内類似性が疑われるという一般
的な基準（清水, 2014）と照らし合わせた結果，本
論のデータセットにおいては，市場間および反応
企業間の両者の集団内類似性に対処する必要性が
あるということが示唆された。そこで，分析手法

として，このような階層性のある観測値に対処す
ることのできる分析手法であり，被説明変数が 2

値変数の場合に用いるマルチレベル・ロジス
ティック回帰モデルを選択した。その際，観測値
の階層として，まず全ての観測値が市場ごとにネ
ストされ，さらに市場ごとの観測値が反応企業ご
とにネストされているという 3階層を想定した。
また，変量効果として，市場レベルのランダム切
片と反応企業レベルのランダム切片を想定した。

５ 分析結果

5．1 記述統計量と変数間の相関
分析モデルに含まれる各変数の記述統計量およ
び変数間の相関係数は，それぞれ図表 2および図
表 3に示されるとおりであった。

5．2 モデルの推定結果
モデルの推定結果は，図表 4に示されるとおり

平均値 標準偏差 最小値 最大値
1．反応のタイプ 0.43 0.50 0.00 1.00
2．反応企業の競争地位 0.11 0.13 0.00 0.64
3．反応企業の戦略タイプ 8.65 0.30 7.43 9.21
4．反応企業の直近の成果 1.06 0.34 0.72 4.55
5．新製品導入企業の規模 10.16 1.13 7.20 12.76
6．市場の成長率 1.00 0.05 0.89 1.12
7．カテゴリーの成長率 1.05 0.16 0.75 1.66
8．カテゴリーの新製品数 33.72 16.38 0.00 65.00

図表 2 各変数の記述統計量

図表 3 変数間の相関係数

1 2 3 4 5 6 7 8
1．反応のタイプ 1.00
2．反応企業の競争地位 －0.05 1.00
3．反応企業の戦略タイプ 0.06 －0.16 1.00
4．反応企業の直近の成果 0.02 －0.12 0.20 1.00
5．新製品導入企業の規模 0.07 0.05 －0.08 0.00 1.00
6．市場の成長率 0.01 －0.01 －0.06 －0.13 －0.03 1.00
7．カテゴリーの成長率 －0.17 0.03 －0.08 0.14 －0.05 0.50 1.00
8．カテゴリーの新製品数 0.20 －0.23 0.13 －0.05 －0.17 0.05 －0.07 1.00
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であった。なお，モデル 1は，交互作用項を含ま
ないモデル，モデル 2は交互作用項を含むモデル
である。交互作用項と元になる変数に関しては，
事前に中心化したデータを使用した。
両モデルにおける市場レベルおよび反応企業レ
ベルのランダム切片の分散の大きさは，本分析に
おいて階層性のある観測値に対処することのでき
るマルチレベル・ロジスティック回帰モデルを使
用することが妥当であったことを示唆している。
実際，通常のロジスティック回帰モデルとマルチ
レベル・ロジスティック回帰モデルを比較した尤
度比検定の結果は，マルチレベル・ロジスティッ
ク回帰モデルの方がモデルとしての適合性が高い
ことを示唆していた（モデル 1：χ 2＝161.32, p<

0.01，モデル 2：χ 2＝145.05, p<0.01）。
各要因の主効果の仮説群に関して，仮説 1（c）の

反応企業の直近の成果は，当該企業の攻撃型の反
応よりも防衛型の反応を採用する傾向に，5％水
準で有意な正の影響を及ぼしていた。したがっ
て，仮説 1（c）は，支持されたと見なし得るであろ
う。他方，仮説 1（a）の反応企業の競争地位，仮説

1（b）の反応企業の戦略タイプ（防衛型の程度），
仮説 1（d）の新製品導入企業の規模，および仮説 1

（e）の市場の成長率は，反応企業が攻撃型の反応
よりも防衛型の反応を採用する傾向に，有意な影
響を及ぼしていなかった。したがって，仮説 1

（a），1（b），1（d），および 1（e）は，支持されなかっ
たと見なし得るであろう。
次に，各要因の交互効果の仮説群に関して，分
析の結果は，仮説 2群および仮説 3群を概ね支持
する結果を示していた。具体的には，仮説 2 （b）
の「反応企業の競争地位×新製品導入企業の規
模」のみ交互効果が非有意であったが，それ以外
の交互効果については，反応企業の攻撃型の反応
よりも防衛型の反応を採用する傾向に，全て仮説
化された符号かつ 1％または 5％水準で有意な影
響を及ぼしていた。

5．3 考察
まず，本論が扱った 5つの要因の主効果に関す
る仮説群は大部分が支持されなかった。すなわ
ち，これらの要因の大部分は，単独では企業の反

説明変数 モデル 1 モデル 2 対応仮説 支持／不支持
X1：反応企業の競争地位 0.43 2.89 1（a）：＋ 不支持
X2：反応企業の戦略タイプ（防衛型の程度） 0.03 －0.01 1（b）：＋ 不支持
X3：反応企業の直近の成果 0.60* 1.60* 1（c）：＋ 支持
X4：新製品導入企業の規模 0.11 0.13 1（d）：＋ 不支持
X5：市場の成長率 4.58* 2.86 1（e）：－ 不支持
X6：カテゴリーの成長率 －1.92** －2.05**
X7：カテゴリーの新製品数 0.02** 0.02**
X1 × X3 28.32** 2（a）：＋ 支持
X1 × X4 －0.27 2（b）：＋ 不支持
X1 × X5 －30.12* 2（c）：－ 支持
X2 × X3 3.44* 3（a）：＋ 支持
X2 × X4 0.56** 3（b）：＋ 支持
X2 × X5 －10.89* 3（c）：－ 支持
切片 1.21 1.40
市場レベルのランダム切片の分散 0.44 0.42
反応企業レベルのランダム切片の分散 0.63 0.61
Wald X 2 25.30** 46.88**
尤度比 －754.97 －739.33

**は 1％，*は 5％水準で有意。

図表 4 推定結果（被説明変数：反応のタイプ［1：防衛型，0：攻撃型］）
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応傾向を左右しない可能性が示唆された。例外的
に，反応企業の直近の成果に関しては，高い場合
には，防衛型の反応が促進されやすく，低い場合
には，攻撃型の反応が促進されやすいということ
が示唆された。反応企業の直近の成果のみが単独
でも反応傾向に有意な影響を及ぼしていた理由と
して，近年の経営者やマーケターが受けている短
期的な成果を要求する利害関係者からの圧力の高
まりが，直近の成果が企業の意思決定に及ぼす影
響を強めている可能性が考えられる。
他方，より興味深い知見として，5つの要因の
主効果に関する分析結果とは対照的に，交互効果
に関する仮説群は大部分が支持された。こうした
主効果と交互効果の対照的な結果は，事前に予測
していた結果ではなかったものの，限定的な情報
処理能力の中で合理的な意思決定を行おうと試み
る現実の企業を考えると，妥当な結果と言い得る
であろう。すなわち，現実の企業は，ある 1つの
要因の影響のみによって，意思決定傾向が左右さ
れてしまうほど単純な意思決定主体ではないが，
競争地位や戦略タイプによって固定的に備わって
いる脅威または機会の相対的な重視傾向を，変動
的な状況が後押しする場面においては，意思決定
に偏りが生じ，特定の反応を重視する傾向が観察
されると考えられる。したがって，経営者やマー
ケターは，本論が見出した意思決定の傾向に偏り
が生じやすい状況において，自社の情報処理や意
思決定の妥当性についてより慎重に判断する必要
があるであろう。

６ おわりに

6．1 本論の限界
本論は，いくつかの限界を抱えている。まず，
本論は，実証分析に際して，清涼飲料水産業とい
う単一産業のデータのみを用いた。今後の研究に
おいては，本論の知見が他の産業においても適用
可能であるのか否かを確認することが望まれる。
また，本論は，データの制約にも起因して，全

ての企業の意思決定単位が市場レベルであること
を暗黙裡に想定し，モデルの構築や分析を実施し
た。しかし，実際には，意思決定単位が，ブラン
ドレベルや産業レベルの企業も存在すると考えら
れる。当然，意思決定のレベルが異なれば，意思
決定に影響を及ぼす要因も異なるであろう。した
がって，今後の研究においては，事前のヒヤリン
グ調査などを通じて，分析対象企業の意思決定構
造やプロセスを理解した上で，より適切な想定を
置くことが望まれる。

6．2 今後の課題
今後の研究課題として，まず，さらなる意思決
定次元の考慮が挙げられる。本論は，どの製品に
反応するかという意思決定のみを分析対象として
きた。しかし，現実の競争的な反応の意思決定で
は，どのブランドを用いて反応するかや，どの要
素を同質化し，どの要素を差別化した製品で反応
するかといったように，より複雑な検討が行われ
ているであろう。そうした細かいマーケティング
的要素の意思決定について，これまで競争ダイナ
ミクス研究は分析対象としてこなかった。この点
に，競争的な反応をテーマとするマーケティング
研究の研究余地が残されていると指摘できるであ
ろう。
また，冒頭の議論のとおり，現実の企業のマー
ケティング意思決定は，消費者対応の側面と競争
対応の側面の両面を合わせ持っている。それゆ
え，消費者の反応にのみ焦点を合わせる研究と同
様に，競合企業の反応のみに焦点を合わせる研究
もまた，それだけでは不十分である。今後のマー
ケティング研究者には，消費者と競争の両方の対
応に迫られた企業の意思決定メカニズムについて
描写するモデルを検討するとともに，両者の適切
な組み合わせについて示唆を与えるような研究が
望まれるであろう。

（謝辞）本論は，著者の大学院時代の研究をベースとして
いる。大学院時代には，恩師である慶應義塾大学の小野晃
典先生をはじめ，同大学の先生方や先輩方に多くの貴重な
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助言を賜った。また，株式会社富士経済の皆様には，大学
院時代からデータの研究使用について様々な便宜を図って
いただいた。また，2名の匿名レフェリーからも貴重な助
言を賜った。ここに記して心よりの感謝を示したい。

●注
1）清涼飲料水産業においては，同一企業であっても市場
によって競争地位や戦略タイプが異なる場合が多い。
実際，本論の分析対象市場のリーダー企業は全て異な
る企業である。そのため，本論の分析においては，複
数の市場に参入している同一企業であっても，市場ご
とに個別企業として扱っている。

2）株式会社富士経済との契約に従って，本論において，
分析対象企業の企業名や，売上，市場シェア等を記載
することはできない。そうした情報に関しては，『清
涼飲料マーケティング要覧』を直接参照のこと。

3）『Beverage Japan』と『清涼飲料マーケティング要覧』
のカテゴリー設定の違いに起因して，どのカテゴリー
にも分類できなかった一部の製品（例えば，炭酸飲料
市場におけるエナジードリンク，果汁飲料市場におけ
るゼリー飲料，野菜飲料市場における豆乳飲料，茶系
飲料市場におけるハーブティー）は，以降のプロセス
から除外した。

4）判断の必要な作業に関して，海外のトップ・ジャーナ
ルに掲載されるような既存研究においては，研究目的
を知らない複数のコーダーに個別に作業を依頼し，不
一致の結果に関しては合議の上，統一した結論を出し
てもらうというプロセスによって判断の信頼性を高め
ている。本論においては，作業量の多さと時間的な制
約によって，そうしたプロセスを採用することはでき
なかった。その点は，本論の限界の 1つとして挙げら
れる。代わりに，ここでは，無作為に抽出した 100製
品に関して，研究目的を知らない 1名のコーダーに，
判断基準を説明した上で，作業を依頼した。その結
果，コーダーの判断と本論著者の判断は完全に一致し
た。そのため，本論著者の判断は一定の信頼性を有し
ていると言い得るであろう。

5）主力カテゴリーの売上が当該企業の市場全体の売上に
占める割合の平均値は 70％を超えていたため，この
基準は，主力カテゴリーと非主力カテゴリーを識別す
る上で妥当な基準であると見なし得るであろう。
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